
行政評価シート（事務事業評価） 評価年度 2８年度 

事業名 文化財保存事業 担当課 教育課

細分化した事業名

１ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の計画的位置づけ 

基本方向 魅力あるまちづくり

第６次長期総合計画での目的体系 政策 次代へつなぐ歴史・文化の醸成

施策 地域文化の創造・継承

関連する個別計画等 韮崎市歴史文化基本構想 根拠条例等 韮崎市文化財保護条例

２ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の概要 

事業の目的

指定文化財の保護活動支援及び新規指定文化財等の調査

事業の手段 

指定文化財の所有者の活動に対し補助金等を交付し、支援をおこなう。

新規指定文化財の候補について調査をおこない、文化財審議委員会に諮る。

事業の対象

指定文化財及びその候補となる文化財ならびに指定文化財の所有者。

３ 実施（ＤＯ）：投入費用及び従事職員の推移（インプット＝費用＋作業） 

25 年度 26 年度 27 年度

A 事業費 (千円) 1,472 1,134 754
財
源
内
訳

国・県支出金 ０ ０ ０

その他（使用料・借入金ほか） ０ ０ ０

一般財源 1,472 1,134 754

B 担当職員数（職員 E） (人) 0.40 0.44 0.34

C 人件費(平均人件費×E) (千円) 2,595 2,990 2,284

D 総事業費(A+C) (千円) 4,067 4,124 3,038

主な事業費用の

説明 
指定文化財の保存等に関わる補助金 

注〉平均人件費は各年度決算額(職員給与費)から算出した 25 年度（6,491 円）,26 年度（6,794 千円）,27 年度（6,715 千円）を使用しています。 

４ 実施（ＤＯ）：事業を数字で分析（アウトプット＝事業量）

指標名 指標の算出方法

実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度 

活動指標

１
指定文化財件数 73件 72件 71件

２

文化財関係出前講座

数
 14回 2４回 24回

３
ふるさと歴史再発見
ウォークの開催数

 ４回 ３回 ３回

妥当性 □ Ａ 妥当である ■ Ｂ ほぼ妥当である □ Ｃ 妥当でない

上記活動指標と妥当性
の説明

１ 新規がなく、天然記念物の枯死による指定解除による減少がある。

２
文化財を通じでの愛郷心の育成等の創出が増加してきている。

３
文化財に触れ合う機会の創出を他の事業（各資料館の企画展等）に関連付けておこなうことで、相乗

効果も想定できる。



５ 評価（ＣＨＥＣＫ）： 事務事業評価 （アウトカム＝成果・効果）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度

成果指標 

もしくは 

まちづくり

指標

１
史跡保護活動団体割合 史跡保護団体数／史跡数（３国

史跡）
100％ 100％ 100%

２
出前講座対応割合 開催講座数／文化財関係出前

講座依頼数
100％ 100％ 96%

３

成 果 □ Ａ 上がっている ■ Ｂ ほぼ上がっている □ Ｃ 上がっていない

上記指標の妥当性と成
果の内容説明

１
国史跡の保護団体が全ての国史跡について存在状態を維持できている。

２ 出前塾等の依頼に対し、ほぼ全てに対し対応することができている。

３

事務事業総合評価 □ Ａ 期待以上に達成 ■ Ｂ 期待どおりに達成 □ Ｃ 期待以下の達成

６ 改善（ACTION）：今後の事務事業の展開

□ 拡大（コストを集中的に投入する） ■ 一部改善（事務的な改善を実施する）

今後の事業展開
□ 全部改善（内容・手段・コスト・実施主体等

の見直しが必要）

□ 縮小（規模・内容を縮小、又は他の事業と統合

する）

□ 廃止（廃止の検討が必要）

事
務
事
業
の
改
善
案

改善の概要・方向性（いつまでに、どういう形で具体化するのか）

28年度の改善計画（今後の事業展開説明）
・市内の文化財について総合的に把握する手法を検討し、平成 29 年度もしくは平成 30 年度から手法に基づ
き、実施する。 

・平成29年度にはふるさと歴史再発見ウォークの運営について、市民との協働によるサポート体制づくりをお
こなう。

過去
の 
改善
経過

平成１２年度以降、定期的なふるさと歴史再発見ウォークを開催。
平成１８年度以降、ふるさと歴史再発見ウォーク資料を冊子化し、参加者のみではなく、図書館での閲覧が可能な状況とした。
平成２２年度に韮崎市歴史文化基本構想を策定。

課長所見
指定文化財の所有者等のみならず、文化財の保全と社会への知財供給の意識を高めていくための活動を継

続していきたい。


